
第１８回原子力委員会定例会議議事録 

 

１．日  時  ２０１２年５月１５日（火）１０：３０～１１：１５ 

 

２．場  所  中央合同庁舎４号館１０階 １０１５会議室 

 

３．出 席 者  原子力委員会 

         近藤委員長、鈴木委員長代理、秋庭委員、大庭委員、尾本委員 

        日本原子力学会 

         澤田副会長、野村副会長、藤田理事 

        内閣府 

         吉野企画官 

 

４．議  題 

 （１）日本原子力学会の福島特別プロジェクトについて（日本原子力学会 副会長 野村茂

雄氏・澤田隆氏） 

 （２）その他 

  

５．配付資料 

 （１－１）東京電力福島第一原子力発電所事故に対する原子力学会の活動（日本原子力学会

資料） 

 （１－２）日本原子力学会福島特別プロジェクト（日本原子力学会資料） 

 （ ２ ）第１２回原子力委員会定例会議議事録 

 （ ３ ）第１３回原子力委員会定例会議議事録 

 （ ４ ）第１４回原子力委員会定例会議議事録 

 

６．審議事項 

（近藤委員長）おはようございます。第１８回原子力委員会定例会議を開催させていただきま

す。 

  本日の議題は、日本原子力学会の福島特別プロジェクトについてご説明を伺うことでござ
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います。同学会より、澤田副会長、野村副会長、藤田理事がおみえになっておられます。お

三方には、ご多用中のところ、お越し下さり、誠に有り難うございます。進め方ですが、１

５分程度お話いただいて、議論させていただければと思います。では、よろしくお願いしま

す。 

（澤田副会長）本来であれば会長の田中からご説明すべきところですが、きょうは授業という

ことで代わりに私ども３人で説明させていただきます。 

  最初に資料１－１ですが、これまでの原子力学会の活動ということで、昨年５月１７日に

原子力委員会に報告させていただいた以降の活動を中心に紹介させていただきます。まず、

１ページの真ん中辺ですが、事故に関する情報の収集、分析、評価ということで、環境修復

技術カタログをつくったり、チェルノブイリ発電所の事故の事例をもとにした修復技術の分

析をしたり、それから実際に水田での代かき技術のベンチマークスケール試験をしたりして

おります。 

  また、５）に書いてございますとおり、放出された放射性物質の環境における挙動の評価

とか、原子力安全部会主催のセミナーを２月１７日、それから後で出てまいりますが５月８

日に開催しております。このセミナーは秋までにあと２回開催するという予定になっており

ます。 

  また、米国原子力学会と共同で事故の技術分析に関するシンポジウムも開催しております

し、８番以下に書いてございますように、ことしの春の年会の企画セッションでは福島の事

故に関する１６の企画セッションが開催されております。 

  次のページにまいりまして、４番の反省、教訓の抽出、提言ですが、５月９日に技術分析

分科会から１２の分野にわたって反省、教訓、提言を出しております。このうち津波対策、

全電源喪失対策、全冷却系喪失対策、アクシデントマネジメント、水素爆発等に関しまして

は、特に短期的な対策につきましては保安院からの指示文書等でほとんど実施済みという形

になっております。それ以外にも、環境モニタリングセンターの設立とか住民避難の防護の

あり方に関する提言等を出しております。 

  ３ページにまいりまして、社会への正しくわかりやすい情報発信ということで、５月２１

日に東京でシンポジウム、それから８月２日に東海村でシンポジウム、また８月１２日には

記者クラブで田中会長の講演、さらに９月、秋の大会と同じときにですが、北九州で特別シ

ンポジウム、１０月末から１１月の２日間ですが、東京で国際シンポジウムを開催しており

ます。さらに、６、７、８、９と４回にわたりまして福島県と日本原子力学会主催で、関係
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の市町村等が共催ということで、除染に向けてのフォーラムを福島県内で開催しております。

それから、春の年会では福井市で特別セッション、それから今年度に入りまして５月１３日、

除染推進に向けたフォーラムというのを福島県、原子力学会、その他の主催で開催しており

ます。 

  また、チーム１１０ということで、大きなトラブルが起きたときに専門家をマスコミや地

方自治体に紹介するという組織をつくっておりました。これに種々の問い合わせが来まして、

多くの専門家の方をマスコミに紹介しております。人によりましては一人で既に１００件近

いテレビの解説をなさったという先生もいらっしゃいます。それ以外に、ホームページにＦ

ＡＱを取りまとめて掲載したり、一般からの質問対応窓口をホームページにメールアドレス

を設定しまして、分担して回答するというようなことをいたしました。 

  ４ページの真ん中辺の関連学協会との連携ですが、学術会議や原子力関係の規格類協議会

で一緒に活動をしております。 

  それから、海外への情報発信については余りきちんと整理しておりませんが、いろいろな

方が国際会議等で発表しております。 

  それから、８番の標準委員会ですが、津波ＰＳＡ分科会を設置して津波ＰＳＡの標準を取

りまとめております。 

  最後５ページ、今後に向けてで、先ほどちょっと申し上げました福島でのシンポジウム、

５月１３日に開催しましたが、さらに５月２６日、６月１６日にも予定しております。それ

から、「原子力安全」調査専門委員会では１年間の活動成果を取りまとめようとしておりま

す。後ほど、野村、藤田からご説明いたしますが、特別プロジェクトの設置も検討しており

ますし、落ち着いてじっくりと報告書をまとめるべく検討しているという状況でございます。 

（野村副会長）では、私のほうから続きまして次の資料でございますけれども、原子力学会で

福島特別プロジェクトをつくりたいということでございます。今までは既に紹介がありまし

たように、原子力安全の調査専門委員会というのをすぐに立ち上げて三つの分科会でやって

きたわけですけれども、そうしたことも踏まえて、新たに学会として理事会直結の組織、福

島特別プロジェクトというものを次の総会に諮ってそれを正式に立ち上げたいと考えてござ

います。 

  ここのはじめにございますように、原子力災害の修復に、福島のため現地の視点に立って

学会の総力を結集するということで理事会直結の組織にしたいということでございます。 

  中身は、オフサイトとオンサイトに分けていろいろなことをやっていると。既に部会、専
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門委員会等でいろいろな提言あるいはまとめ、あるいは現地に入っていろいろなことをやっ

てございますけれども、そうしたものも一緒に統合してやっていきたいと考えています。 

  ２．は主な業務でございますけれども、福島県の住民のため、現地において除染等の技術

支援を中心にした活動を行う。あわせて、地元において関心があると考えられるプラントの

状況に関する情報等をわかりやすく説明するため、以下の業務を行うということでございま

すが。①としましては、オフサイト並びにオンサイトの修復に関する技術課題の分析・評価、

あるいは国、環境省、福島県が行う環境修復、東電が進める中長期対策に対して提言を行う

ことも考えてございます。それから、現地に出向いていろいろな立会いに臨んで現場での支

援を行うということも考えてございます。 

  二つ目でございますけれども、放射線のモニタリング結果やクリーンアップ技術などに関

する技術評価ということで、放射線の影響評価も含めて、一般向けに解説、報告、住民説明

用資料を取りまとめるということです。既にお手元にお配りしておりますその環境カタログ

とかいろいろなものを既に、無償というか学会の費用でまとめていますので定価はございま

せんけれども、ある程度の部数を１３日の地元の対策等では既に配っていますけれども、そ

うしたものを用意して積極的に関与したいと考えてございます。 

  それから、シンポジウムの開催ですが、先ほどございましたけれども、連続して５月、６

月にかけて３回やる。その後も福島県民並びにその他の地域の住民に向けた環境修復や放射

線に対するわかりやすい情報発信も積極的にやっていきたいと考えてございます。 

  次のページでございます。④でございますけれども、福島県・環境省の除染情報プラザと

いうのが開設されてございますけれども、そこを積極的に活用した除染促進活動というもの

を視野に入れてございまして、プラザの機能向上、利用促進のための助言、ここに原子力学

会の知見を提供するということ。また、地元の方の積極的な利用促進を図るための広報活動

も支援するということも考えてございます。それから、除染情報プラザ業務全体への支援と

いうのも考えてございまして、専門家を適宜派遣しましてそこでのマッチング作業あるいは

住民からの質問に答えるということも考えております。それから、ミニ講習会の開催も予定

してございまして、学会の専門家が講師となり現地を巡回するミニ講習会を開催するという

のを今もやってございますけれども、これらも引き続き専門家を派遣していくということを

考えてございます。それから、除染講習会のアドバイザーということもございまして、テキ

ストの作成、人の教育ということでございます。 

  体制に関しましては、ここに代表というのを置きまして、会長クラスでございますけれど
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も、学会の理事、副代表、幹事等、顧問を置くということで、現地福島の関係者をできれば

顧問の位置づけにして、全般的な、いわゆる総力戦を挙げているという体制にしたいと考え

てございます。 

  それから、部会、専門部会、支部というのがございますので、そうしたところとも連携し

た体制にするということを考えてございまして、こうしたプロジェクトを進めいく上で柔軟

性というのは非常に重要でございますので、やり方については皆さん方の意見を踏まえなが

ら順次体制を見直していくということを考えてございます。 

  なお、これについても１年以上たっていますので、本格的に学会としても専門的立場から

発信する、あるいは現地で入って活動するということを展開するということで計画してござ

います。 

  以上でございます。 

（近藤委員長）どうもありがとうございました。 

  このリストを見ますと、特に専従者がいるわけでもない学会というが、会員のボランティ

ア活動で大変多面的な取組に取組んでおられるようですね、このことについて、敬意を表し

たいと思います。 

  それを申し上げた上で一つ教えていただきたいのは、事故調査です。私の記憶では割と早

い段階で技術的見解を社会に表明されましたね。あれはよかったと思っているのですが、そ

の後事故調査に関しては何となく学会の影が薄いように思います。誤解かもしれませんが、

そういう印象を私は持っています。ここを見ますと、二、三年かけるという、悠長だなと思

わざるを得ない表現が使われていますね、もちろんボランティア活動であるからいたし方な

いのかもしれませんが、たしかＪＣＯの事故調査も随分と時間をかけてしかし、内容の濃い

報告がつくられたので、そういう仕事の仕方もあるのかなとは思いつつ、世間の常識からす

れば、最もレスポンシブルな専門家の集団であると思われるに相違ない原子力学会ですから、

こういう作業の仕方でいいのかなという感想を持たざるを得ません。ここだけちょっとご説

明いただければと思います。 

（澤田副会長）まず第一に、学会は自分で調査権も何もございませんので、調べて検討すると

いう場合も結局は公表データをもとに技術的な評価を加えてその発表されたことが妥当かど

うかという判断を下すというところですので、いろいろな調整委員会が動き始めますと、学

会として特に目立った活動にならなくなってしまうというのは近藤委員長のご指摘のとおり

だと思います。１年間の活動成果につきましては一応一区切りという意味で事実関係の整理
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はしておこうということは考えております。 

  もう一つ、二、三年かけてというのはご指摘のとおり、ＪＣＯの委員会のときは三、四年

かけて整理いたしました。今回はそれよりもはるかに大きい事故なので、急いでもそれぐら

いかかるのではないかということで、拙速よりはきちんとした後に残る報告書をまとめたほ

うがいいのではないかということで一応タイムスケジュールといいますか時間の感触として

はそれぐらいで考えるということで準備をしようとしているという状況でございます。 

（野村副会長）補足させていただきますけれども、学会にはいろいろな先ほど申し上げた部会

とか専門委員会等で津波のＰＳＡとかいろいろなことをやっていまして、事故原因と安全対

策は１年かけて既にまとめていますけれども、もう少し幅広の事故後の中長期の対策あるい

は放射線被ばくによる健康影響、さらには除染対策と廃棄物の処理処分、原子力災害の社会

影響とリスクコミュニケーションというようなところも含めて幅広に提言という形で委員長

がおっしゃった、少し時間をかけてやるのはそういう理由がございますので、しっかりした

調査報告書をつくりたいということで今検討しています。これはぜひとも学会が何をやって

いるのだという意見は確かにございますけれども、やはりそれに応えるためにはしっかりし

た報告書を出そうと考えていますので、これもきちっとした委員会組織もつくって、各ワー

キンググループとしてやりたいと考えてございます。 

（近藤委員長）はい、わかりました。 

  それでは、どうぞ、鈴木委員から。 

（鈴木委員長代理）事故直後から随分いろいろと活動をされてきていることはよく存じ上げて

いて、皆さん、近藤委員長もご指摘されたわけですけれども、ボランティアでやっていらっ

しゃるから大変だと思うのです。それで、お伺いしたいことは、それでも特に福島の方々の

ためにということで、かなりオフサイトの除染に力を注いでこられたと思うのですね、これ

もそうですけれども。この点は非常に、多分いろいろやってこられて個人としても学会とし

てもいろいろ思いがおありではないかと。その点を国に対する批判でももちろん結構ですし、

電力に対する批判でもいいのですが、あるいは今後も環境修復センターとか除染プラザを通

じてやっていかれるということで、これまでの経験を踏まえてあそこが非常に問題だったと

か、ここはもうちょっとこうしたほうがいいとか、そういう具体的なご意見があればぜひお

聞きしたいと。これが一つ目です。 

  二つ目は、今の事故の調査とも関係してくるのですが、技術的なお話の分析ももちろんご

専門かと思いますが、多分もうちょっと幅広い検討、社会・環境部会というところでもやら
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れていると思うのですが、そういう政策とか規制とか、こういうことになってしまったもう

ちょっと幅広い分析とか活動をされているか、この２点をちょっとお聞きしたい。 

（藤田理事）まず、除染のほうからご報告したいと思います。実は原子力学会の学会員の中で

３人、福島県の除染アドバイザーという任務をしております。具体的には田中会長とクリー

ンアップ分科会の主査の井上さんと私。一応福島県が独自に除染技術を公募して評価すると

いうシステムと、それから昨年度１件５０万円補助するということで除染の提案に対して補

助をするということで、二つ福島県独自の除染に対するサポートをしてきております。 

  まず、除染アドバイザーとしての技術評価ですけれども、内閣府から除染モデル事業とい

う１件２４億円で３グループという非常に大きな金額のものと、それから新規技術というこ

とで除染実証ということで１件２，０００万円のものとは別でして、その技術を横目で見て

みますと、福島県が補助金を出していないということもあるのですけれども、地元の技術と

いうものが結構出てきていまして、例えば非常に魅力的に思った一つの例としては、南相馬

で汚染水、流れてくる用水のセシウムの汚染を、普通は一般的にはゼオライトを使うという

のが皆さんの固定観念なのですけれども、モミガラを使うということで非常に効果があると

いうような結果が出てきております。 

  農家の方たちが自分たちでできる除染技術、通常の作業の中でできる除染技術ということ

で、例えば水田の代かきをある程度応用したものとかというようなものについても、これは

学会でも試験して評価しております。 

  あともう１つ、１件５０万円の除染のほうなのですが、これはいろいろなところで話が出

てきているのですけれども、低線量汚染です。年間で例えば５ｍＳｖ以下のところを、です

から毎時ですると１μＳｖ／ｈ、それ以下のところというのは実は実際に除染をやってもな

かなか線量が落ちてこない。それはなぜかというと、一つはホットスポットを中心にやると

いうことは非常に重要なのですけれども、測定の仕方できちんと遮蔽をしていない可能性が

あるのと、福島県は森林が多くて周りの森林の汚染をきちんと除染しない限り、やはり５ｍ

Ｓｖ／年以下のものというのはかなり除染するのが大変だということです。実はそうなりま

すと今度は森林の除染をどうするかということがございます。森林の除染は実はチェルノブ

イリでもされていなくて、日本はこの森林の除染をうまくすることによって福島の事故をポ

ジティブにとらえられるという点もあります。今農水省も含めて森林関係はいろいろなとこ

ろでやられているのですけれども、一つは伐採とかということをしなくてはいけないのです。

通常の住宅の２０ｍ以内のところをまず除染するというのですが、年々例えば山から下方に
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汚染物質が落ちてくるということで、毎年やらなくてはいけないということがもう一つ。あ

と、汚染物質を住宅に影響がないように例えば側溝とかをつくってそこで汚染をとめるとい

うようないろいろなアイデアがチェルノブイリでされなかった森林の除染に対応していこう

と今やってきております。 

  もう一つは、２０ｍＳｖを超えるところは先ほどの除染モデル事業でかなりいろいろやっ

ていらっしゃるのですけれども、２０ｍＳｖから５ｍＳｖの間をどうするかという点につい

ては、今までは結構表面の土何ｃｍをはつるとかというような除染法をしてきているのです

けれども、そうしますとその土壌の二次廃棄物の処理というのが非常に大変になるというこ

とで、やはり汚染は均一ではないのでホットスポットだけを除染するというような手法がこ

れからは重要です。ですから、例えばモニタリングでホットスポットをきちんと確認してそ

こだけを取り除く。例えば建物とか屋根とかは通常の高圧スプレーですと、もう雨とかが降

っているので基本的には取れないのです。ですから、例えばちょっとタワシのようなものを

使うとか拭き掃除でもかなり、そこだけ取り除くというホットスポットの除染がもう一つ重

要になってくると思います。 

  とりあえず除染の現状としては以上です。 

（澤田副会長）もう一つのことに。ご指摘のとおり、原子力学会には社会・環境部会というも

のがございまして、そこで社会的な影響とかリスクコミュニケーションとかそういったもの

について検討はして、ボランティアが集まって議論しつつ検討しています。今のところどう

いう形でそれを外に出すかは決まっていません。ただ、二、三年かけた報告書の目次の一つ

にはその種のものはきちんと入れなければいけないと思っています。 

（鈴木委員長代理）法制研究会も学会でやっていましたよね。あれはどうなりましたか。 

（澤田副会長）法制検討会の既に検討していた中身の一部は５月にお出しした提言の中に、規

制行政庁かくあるべしということは一部取り込んでおります。 

（鈴木委員長代理）ありがとうございました。 

（近藤委員長）では、秋庭委員。 

（秋庭委員）どうもご説明ありがとうございました。本当に事故後、学会の皆様が熱心に取り

組んでいただきまして、心から感謝申し上げます。私は情報発信のことについてお伺いさせ

ていただきます。 

  一般の方に対しても先ほどの資料１－１の５番目のところに、社会への正しくわかりやす

い情報発信という項目がありまして、市町村とともに安全・安心フォーラムなど一般の方に
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わかりやすく情報提供していただいて本当にありがたいと思っています。なお一層これをや

っていただきたいと思うことが一つです。 

  もう一つが、やはり首都圏を中心に、例えば福島の農産物などを買い控えするとか、ある

いはそれを含めて食品の汚染に対して過剰なご心配がありますが、そういうことに対しても

ぜひ学会のほうから正確な情報を発信していただきたいと思っております。ですから、この

ような安全・安心フォーラムのようなものを首都圏でもやっていただけるとありがたいと、

これは要望です。 

  もう一つは、やはりそうはいっても福島の方々がいろいろ不安に思っていらっしゃること

に対してお答えしていただくということも重要な役目ではないかと思います。先ほどこの５

番目の次のページのところなのですが、一般からのＱ＆Ａ対応ということをいち早くしてい

ただいたのはありがたいのですが、昨年は９９件の質問がことしは３件になってしまってい

て、では一般の方がことし不安ではなくなったのかというとそうではないと思うのですね。

その辺のところはどう分析なさっているのか、あるいはこのことからより一層一般の人たち

への情報提供について今後こんなことを考えているということがありましたら教えていただ

きたいと思います。 

  そして、先ほどの委員長代理に対するお答えの中にもありましたが、リスクコミュニケー

ションが必要と今あちらこちらで言われています。しかし、ではリスクコミュニケーション

とは何ぞやということもなかなか一般の人にはわからないと思います。また、実際にリスク

コミュニケーションを担う人材が多分余りいないような気がします。そういうこれから重要

な役目としてリスクコミュニケーションを担う人材を養成していかなければいけないと思い

ますが、それを学会でどのようにお考えになっていらっしゃるのかお伺いさせていただけれ

ばと思います。よろしくお願いします。 

（藤田理事）首都圏で安全・安心フォーラムのようなことをしようという件ですが、今まで確

かに首都圏では考えていなかったのですけれども、先ほどのＦＱＡが少ないというのも一つ

今秋庭先生がおっしゃいましたような、食品とかに対して原子力学会で今のところまだ発信

していないのでございます。６月１６日に実は福島で原子力学会の１年後の安全調査専門委

員会の報告という中に、最近の話題はやはり規制が５分の１になった食品の問題があるだろ

うと。福島の地元からいいますと、福島のいわゆる農産業がすべて打撃を受けてしまうとい

う。それに対して福島で厚労省の方にご講演いただいて、コミュニケーションをとろうかと

いうのをまず第一弾で考えております。首都圏では考えてなかったので、それについてはこ
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ちらでも考えたいと思います。 

  福島以外のところの除染については、例えば宮城県とかには結構そういうご要望があって、

やはり伺ってはいるのですけれども、まだ食品についてはそういうことが全然やれていない

ということですので、大変貴重なご意見なので、ぜひ実行したいと思います。 

（澤田副会長）あと、一般の方からのＦＡＱですけれども、やはり関心が下がっているのかな

と。初めのころは非常に一般の方というか全く御存じない方から初歩的な質問が結構いっぱ

い来ていたのですが、だんだん時間がたってくると質問されるのはどちらかというとどこか

の大学で何か研究していて、原子力のもう少し細かいところを突っ込んで自分で研究したい

のだけれども、この辺のことがよくわからないから教えてくれというようなメールが結構散

見されるようになりまして、関心を持っている方の層が変わってきてしまったのかなという

感じを受けています。 

  それから、リスクコミュニケーションはおっしゃるとおり多分非常に難しいもので、うま

くできる方というのも余り数はいらっしゃらないし、どうやって養成していくかというのも

大きな問題で、まだ具体的な対策というのは考えておりません。ご指摘のとおりこれからし

っかりやらなければいけないと思っています。 

（野村副会長）少し今の点で間接的に。学会に学生会員がかなりいまして、今度の料金改正も

そうなのですけれども、学生会員をかなり優遇して無料というケースをかなり多くするのと。

それから、学会誌への投稿も海外出版社に１月から移行しまして、従来の３分の１ぐらいに

なっていますけれども。あるいはこういう時代でも海外に夏などの期間を利用して学生を留

学というか、短期に派遣するという事業については、資金難でございますけれども、やはり

そこは過去のいろいろ資金を取り崩してでも送るということで、その辺の人材も含めて総合

的に学会ができることについて、特に若い人の原子力に対する取組を支援する、あるいはそ

の意欲を支援するということについては積極的にやりたいと思っています。 

  それから、大学等で今原子力の大学院等で定員が埋まらないというところもいっぱい出て

きているのですけれども、そういったことについてもやはり危機感を持っていまして、少し

夢のあるというか魅力のある提言とかいろいろな方向性を示して、積極的にそういう議論に

若い人たちを取り込んでいくということをやらないとだめかなと危機感を持っていますので、

そうしたことについてもいろいろなご意見もいただきながら積極的にやっていきたいと思っ

てございます。 

（秋庭委員）ありがとうございました。 
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（大庭委員）きょうはご説明ありがとうございました。私からは、海外との情報発信等につい

て質問させてください。資料１－１号の３ページに、海外への情報発信、情報交換というの

がありますけれども、この英文ホームページの充実と告知であるとか、あるいは国際会議等

での発表ですけれども、これらへの手応えはどのようなものだったのでしょうか。ＨＰへの

アクセスなんかは、海外かどうかという特定は難しいとは思いますけれども、海外の研究者

や専門家の方あるいは一般の人々からリアクション、反響などがあったかどうかということ

についてまず一つお伺いしたい。 

  それから、私がもしかしたら見落としているのかもしれないのですけれども、海外の学会

との協力や連携というのがなされているのかどうかということについて、私の見落としがあ

るのかもしれませんので、改めてお伺いしたいと思います。 

  以上、２点よろしくお願いします。 

（澤田副会長）海外の学会、米国原子力学会とは連携しておりまして、１ページ目の下のほう

７）、アメリカの原子力学会の事故調査委員会のメンバーに来日していただいて一緒に日本

でシンポジウムをやったと。アメリカの原子力学会の事故調査のメンバーにはこちらの「原

子力安全」調査専門委員会の技術分析分科会の主査をしておられます二ノ方先生が入ってい

るというような形で、共同で研究、調査をしております。 

（野村副会長）あと、特にアメリカ原子力学会ＡＮＳからは福島第一の中で非常にチャレンジ

ングな現場作業をやっていただいているエンジニアの方あるいはそういう協力会社の方たち

に非常に温かい支援をいただいておりまして、具体的に約２５万ドルという寄付金をいただ

いて、東京電力と相談していろいろな支援を随時やってございます。これはＡＮＳの日本チ

ームとして原子力学会がございますので、いろいろな活動をやっています。この前も１月に

はバナー、去年のＡＮＳの秋の大会に参加者がみんな大きなバナーにサインして頑張るよと

いうようなことを書いたものを持っていって現地に届けていますけれども、そうしたオンサ

イトについても米国原子力学会としては難しい業務を高放射線量のところで一生懸命チャレ

ンジングなことをやっている方に敬意を表したいというようなことでやってもらっています。 

  それから、今度５月にはロシア等で福島の事故の影響についてどういう分析をしているか

というのを聞きたいということで、北大の奈良林先生を派遣して、学会の立場として海外へ

のリクエストに対して専門家を派遣してやりたいということで考えてございます。 

（大庭委員）ありがとうございます。 

（澤田副会長）海外の反応ということですけれども、４ページの６番、１）の三つ目のポツに
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書いてございますけれども、私がたまたまスイスで国際会議に呼ばれて発表したのですが、

そのときの全体のトーンとしては事故の経験を生かしてより原子力を安全にするいいチャン

スだというのが全体のトーンでした。 

（藤田理事）去年の１２月にＧＬＯＢＡＬという国際会議を幕張でやったのですが、当初は９

月、名古屋だったのを３カ月延ばして。そのときに日本で開催される国際会議として初めて

福島第一発電所のセッションを設けまして、海外から十何件発表がありました。もちろん国

内からもしましたけれども、海外からも非常にいろいろなご意見がありまして、そういう意

味では福島の事故を非常に海外も注目していまして、かつ参加者も日本人と同じぐらい参加

者があったということで。日本からの情報発信と情報交換は国際会議だと認識しております。 

（大庭委員）ご説明ありがとうございました。 

（近藤委員長）尾本委員。 

（尾本委員）研究されている方が学会の中には多いのですが、そういう方々が現地に赴くこと

も含めていろいろな活動をされていること、それから国際的な連携を深めていらっしゃるこ

と、こういうことについて非常に敬意を持っております。 

  既にもう皆さんが言われたことと重複する感想を私も持っていまして、例えば委員長から

報告にかけるのに時間が長いのではないかと。これはＪＣＯの事故について私もどの程度時

間がかかったかを記憶しているのですが、これが出たときにはちょいと気が抜けた感じが実

はあって、やはりそうならないようにと思います。それから、秋庭委員の社会への情報発信

という点も非常に同感です。それから、大庭委員が言われた海外への発信ということも全く

同感であります。 

  その上で、さらにこんなことをやれということを言うわけではないのですが、こんなこと

もあるのではないかということについて、これ質問ではなくて単純に私の考えていることを

申し上げます。一つはやはり大庭委員が言われた海外への情報発信に関係してですが、私は

海外に行って話をすることが結構多いのですが、やはり専門家の間でも非常に誤解があって、

その誤解を解くような中立的かつ専門的な意見の発信をする上で原子力学会は重要だろうと

思いますので、そこをやはり強化していく必要があるのかなと思います。単純に例えば津波

の石碑が福島にあるのにそれを無視したとか、こんなことを真面目に専門家の人がそういう

ことを言ったりしているのですね。こういうことを言ってしまってはそこから先レッスンズ

ラーンドということになかなかなっていかない。やはりちゃんと事実を正確に把握して、何

が問題だったのかということを考えるための情報発信というのは非常に重要だと思っており
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ます。 

  それからもう一つは、ここに今後やっていきますと書いてあるのでそこを別に追及するつ

もりはないのですが、ポスト福島のＲ＆Ｄ、これについてはヨーロッパで随分今一生懸命議

論していますし、それからＥＰＲＩが割と早いうちに将来の方向性を掲げていっています。

日本側で言われていることとは割と余り僕は見ないのですよね。それはやはり学会がリード

されるところがあるのかなと思います。これはハードウェアという点ではなくて、むしろソ

フト面ですね、例えば意思決定の問題とか決定論、確率論の問題とか、そういうところを期

待します。 

  それからあとは、重要な事故の情報のアーカイブという活動がこれから行われていくと思

うのですが、その中で情報のクオリフィケーションといいますか、誤った情報は切り捨てて

ちゃんとした情報を残すためのクオリフィケーション、それからあとそれを知識体系化する

ためのやり方、こういったところでやはり学会は非常にたくさんの領域の専門家をお持ちな

ので、そういうところでの貢献というのも今後あるのではないか。 

  以上、単に私のサジェッションなのですが。そんなふうに思っております。 

（近藤委員長）ただいまの尾本委員のコメントに対して何か感想はありますか。 

（澤田副会長）ありがとうございます。ご指摘のとおり、２ページの下から５行目ぐらいに書

いてあるのですが、５月のときに安全研究をもっとしっかりやって、それを実際のプラント

に反映するということが重要であるという提言はしたのですが、まだ原子力学会としてこう

いう安全研究をこうするべしというような提言をまとめるところに至っていないというのが

ちょっと反省点でございます。 

（野村副会長）一つ、アーカイブの件は確かに重要でございますので、オールジャパン的な体

制もぜひとも原子力委員会のほうで検討していただいて、それに学会が入るとかいうことで

あればありがたいのですけれども。この辺についてはまた個別にやれることをしていただき

たいというか、我々も考えますのでよろしくお願いしたいと思います。 

（近藤委員長）他に。よろしゅうございますか。 

  私、ちょっと思い出したのですけれども、８日でしたか、ここで東大農学部の中西先生に、

東大農学部としての福島における取組についてのお話を伺ったのですけれども、関係行政機

関の研究のスタンスとアカデミシャンの研究のスタンスの間にずれがあることが印象的でし

た。行政機関の推進する研究の場合、研究テーマの選択とか成果の公表に農業政策上の配慮

がなされて制約が生じることもあるのだけれども、大学の場合には、自己責任ですから、結
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果として非常に自由にできる。だから、資金は少ないけれども意義を感じてやっていますと

いうお話を伺ったのですけれども。原子力学会は比較的自由に独立した存在として発言して

いくことできるのかなと思うわけですけれども。しかし、そのためには作業を行うための資

金がないとつらくなってしまいましょう。そこをどういうふうにしておられるのか。 

  関連して、多面的な要請を整理整頓して全体として国の資金に基づく取組が効果的、効率

的に進められるようにするのが原子力委員会の仕事ですので、この際、何かご提言というか

ご意見を、先ほど鈴木代理も問いかけたわけですけれども、我々に対する注文があれば今一

度お聞かせいただきたいという感じを持ちました。 

（野村副会長）ご承知のように、学会は約３億円の年間の予算を組んでおり、７，０００人強

の会員がございます。一人１万円の年会費で運営していますので、残りはいわゆる賛助会費

などということでやってございます、そういった賛助会費で原子力界の電力あるいは大手メ

ーカー等の原子力へのかかわりというのは今非常に厳しくなっていまして、学会運営そのも

のがかなり経済的には危機に瀕しているというのは事実でございます。そうではありますけ

れども、先ほど藤田理事が言いましたように、ＧＬＯＢＡＬ等国際会議をやりますと多少収

益も出てまいりまして、こうしたメカニズム等いろいろやりながら最大限やっていきたい。

特に福島の事故に関しましては、山田基金という元原子力委員の山田先生の寄付がございま

して、ご家族の方々から寄付いただいて。それがまだ残ってございまして、福島に行く原子

力学会の会員の交通費とか実費等は一部そこから負担してございますけれども、それも大分

減ってきていますので、本来の使い方、いわゆる原子力の安全に対して使ってくれという御

遺志でございましたので、その使い方にある程度これから限定して、それ以外については別

のメカニズムでいろいろな資金を確保する必要があるというように考えてございます。今大

会等で寄付金を集めていますけれども、知れていますので、やはり委員長ご指摘のように、

少し国の関係で我々の客観的にいろいろな評価を行う実務に対して対価を一応いただきたい

というようなことは考えていますけれども、なかなか難しいということで、とりあえずは今

藤田理事が少し絡んでいます除染プラザという話を。 

（藤田理事）先ほど活動報告の中でご紹介しました、環境省と福島県が運営しています除染情

報プラザ、ＪＲ福島駅から３分ぐらいのところにあるのです。福島再生事務所の隣のビルの

１階なのですけれども。そこに土日、原子力学会の専門家を住民の方たちへの質問対応とい

うことで派遣しております。その交通費は、福島ですので新幹線を使わなければいけないの

でそれなりの金額かかるのですが、今原子力学会に関わっている企業は基本的に企業が負担
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するということで、どうしても交通費が出ない方についてのみ原子力学会でお支払するとい

う形にしているのですが、これから先もそういう要望がふえてまいりますと交通費というだ

けでもかなり大変になってまいりますので、何かのお金を獲得する仕組みは必要だと考えて

おります。 

  また、実はクリーンアップ分科会で今年度も南相馬で水田を借りて、例えばゼオライトを

散布する効果を見るとかという作業をする。それは学会が中立の立場できちんとデータをと

るということで、昨年はしろかきをやったのですけれども、そういう学会自身がデータをと

る手段がないと、既存の文献とかでない事象ですので、そういうことにも、それも今までは

すべて出身母体の寄付というのでしょうか、それでやってきています。やはり学会でも何が

しかの、先ほど近藤先生おっしゃられましたような中立できちんとした技術評価をするため

にはある程度予算が必要かなと。それがプロジェクトみたいな形で大学の先生とかいろいろ

な方が入ってきちんとやるほうが恐らくいいものができるのだと思うのですが、ちょっとそ

の仕組みがまだ私どもでも見えてきていませんし、具体化をしなければいけないと思ってい

るのですが、手がついてなくて、今後ぜひそういうことをしたいのでご協力をお願いしたい

と考えています。 

（近藤委員長）はい、わかりました。 

  それでは、この議題終わってよろしいですか。 

  きょうはご説明にお出でいただきましてありがとうございました。 

  それでは、その他議題、事務局、何かありますか。 

（吉野企画官）その他の議題としてご用意はございませんが、資料２から４といたしまして、

第１２回から第１４回定例会の議事録を本日は添付させていただいております。 

  また、次回、第１９回原子力委員会定例会につきましては、５月２２日、火曜日、１０時

半、この４号館１０階１０１５会議室で開催させていただきたいと思いますので、よろしく

お願いいたします。 

  事務局からは以上でございます。 

（近藤委員長）先生方から何か。よろしいですか。 

  それでは、これで終わります。 

  どうもありがとうございました。 

－了－ 


